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1.　研究の目的と背景
現存する研究では，ASDのある者の問題行動に対し
て，応用行動分析学の理論に基づく介入を支持している
（National Autism Center, 2015）。しかし，応用行動分析学に
関する専門性を有している教員は限られている。そのた
め，近年では学校コンサルテーションとして応用行動分
析学の専門性を有している専門家が学校に赴き，教員と
連携をしながら行う子どもへの支援が増えている。例え
ば，Beaumout et al.（2019）は子どもの社会的スキルの獲
得や情緒面の理解を促すトレーニングプログラムを用い
て，介入時には学校場面へのコンサルテーションを行い
ながら効果を検討した。その結果，学校職員は介入が実
現可能であり，受容できること，子どもへの指導や保護
者支援を行うことの自信が増加したことを示した。
また，近年ではインターネットを用いたコミュニケー
ション技術の普及により，専門家が遠隔で介入を行う方
法も用いられている（e.g., Bearss et. al., 2018; Boisvert et al., 

2010; Ferguson et al., 2019; Meadan & Daczewitz, 2015; Sutherland 

et al., 2018; Tomlinson et al., 2018）。このような遠隔での介入
により，コンサルテーション実施のための移動時間や費
用を抑えることができながら，教師は専門性を獲得しな
がら子どもへの有効な支援を行うことを可能にしてき
た。一方で，このような遠隔での支援により教師がどの
ような行動の捉え方に変化が生じたのは十分に明らかに

なっていない。
本研究では，主にメールを用いて行動記録や子どもと
の関わり方に関するやりとりを行うことによって，教員
にどのような変化が生じるのか，非構造化面接を通して
明らかにした。

2.　方法
2.1.　対象者

対象者は特別支援学校に勤務する中学部教員1名（以
下，対象者）であった。これまで，校内等で応用行動分
析学に関する研修を学んだが，コンサルテーションを受
けることは本研究が初めてであった。著者は対象者が勤
務する学校と連携し，学校コンサルテーションを実施し
ていた。対象者は指導する中学部生徒の特性，関わり方
等の助言を著者から得るため，5月から学校コンサル
テーションを受けた。
2.2.　学校コンサルテーションの方法

学校コンサルテーションは主に，3種類の方法を用い
た。
まず学校コンサルテーションの決定後，対象者は事前
に指導する児童生徒に関すること，これまでに行ってき
た指導方法，助言を得たい内容や標的行動に関する情報
をメールで著者に送った後，著者は対象者と対象者が指
導する児童生徒を直接観察した。直接観察では，標的行
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動が生起する場面を中心に行われた。
その後，放課後等を用いて学校で対象者との支援会議
が実施された。支援会議では，児童生徒の特性に関する
こと，指導・支援方法に関すること，著者と対象者の連
絡方法に関することが主に行われた。その後，支援会議
の内容について，著者から対象者に対してメールで送ら
れた。
支援会議後のやりとりでは，主にメールや Zoomが用
いられた。メールでは著者が作成した，応用行動分析学
の理論に基づく ABC分析を行うため，Microsoft Excel

（Fig. 1）を用いて，先行事象（標的行動が生起する前の環境，
関わり），標的行動，結果事象（標的行動が生起した後の環
境，関わり）を記述・入力するシートに対象者が入力し，
著者に返信した。また，標的行動の生起の増減に関する
グラフを著者が作成し，メールのやり取りを行う際に提
示した。
2.3.　非構造化面接

本研究の目的に基づいて，学校コンサルテーションを
行った年度末，対象者に対して非構造化面接を実施し
た。面接の時間は60分で，対象者と著者の2名のみで行っ
た。面接の質問は年度内の指導する生徒や今後の課題に
関することから，学校コンサルテーションを受けること
による対象者の変化，学校コンサルテーションを受ける
ことによる対象者の負担感，学校コンサルテーションの
課題と提言に関することであった。
2.4.　倫理的配慮について

本研究の実施に関して，鹿児島国際大学教育研究理倫
理審査委員会の承認を得て実施した。また，対象者の学
校の校長，教頭，対象者に本誌に掲載することこと，そ
の際に指導する子どもの個人が特定される情報は含まれ
ないこと，学校や対象者が特定される情報は含まれない
ことを説明し，承認を得た。

3.　結果
3.1.　やり取りの頻度

対象者とのやりとりでは，指導する生徒の直接観察1

回，学校での面談1回，メール21回であった。
3.2.　学校コンサルテーションを受けることによる対象

者の変化

本研究を通して，指導する生徒の望ましい変化のみで
はなく，対象者においても主に2点の変化が見られたと
報告した。

1点目に，先行事象に目を向けるようになったことが
挙げられた。例えば，生徒の不適切な行動が生起しない
ような環境や関わり，生徒の不適切な行動が生起させた
環境や関わりに目を向けるようになり，事前に不適切な
行動が生起しないような環境の設定ができるようになっ
たと報告した。また，生徒に不適切な行動が生じたとき
に，生徒自身に問題を起因させるのではなく，どのよう
な環境が行動を引き起こさせたのか注目するようになっ
たと報告した。

2点目に，結果事象に目を向けるようになったことが
挙げられた。例えば，生徒が望ましい行動を起こすよう
になったときにすぐに賞賛をするように意識したり，不
適切な行動の好子について考え，行動が起きたときには
強化しないように気をつけたりしたことが挙げられた。
これらの変化を促した要因に，Excelのシートが挙げ
られた。対象者はこれまでに，文章を用いて記録するこ
とが主であった。しかし，Excelのシートに入力するよ
うになり，行動の前後に目を向けることができるように
なったと報告した。その他，著者からの返信におけるコ
メントや助言によって，新たな視点に気がついたり，指
導する生徒でトラブルが起こった後のメールのやり取り
で，精神面で支えられたりすることがあったと報告し
た。
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不安定になる直前の関わり⽅，環境な
ど

本⽣徒の様⼦ 不安定になった本⽣徒に対して⾏った関わり

５校時

保健（性に関する学習）
男⼦⽣徒・男性職員合同での学習で，
先⽣や 先⽣もいらっしゃり，

テンションが上がっていた。内容は，
男⼥の体の違いやプライベートゾーン
を出さない，触らない，⼈を触らない
などで，イラストを使って説明した。
刺激が強すぎることはなかった。

 イラストなどにすぐに反
応して，イラストのまねを
して，喜んでいた。

 トイレに⾏ってプライベートゾーンの話を
して，少し時間をとったらクールダウンで
き，みんなと⼀緒に学習できた。

Fig. 1　先行事象，行動，結果事象を記述・入力するシート
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3.3.　学校コンサルテーションを受けることによる対象

者の負担感

学校コンサルテーションでは，主に直接観察，面談，
メールや Zoomといった遠隔地からの情報共有や助言と
いった方法で行われた。それぞれの方法に関して，対象
者からは負担であるという意見はあがらず，特に記録を
行うことで指導する生徒との関わり方や生徒の行動に関
して情報を整理することができたと報告した。また，年
度内の学校の行事などで記録ができないこともあった
が，PC上で記録をすることができたため，家庭でゆっ
くりと取り組むことができたことも挙げられた。
3.4.　学校コンサルテーションの課題と提言

対象者から，学校コンサルテーションの課題と提言に
ついて，以下の2点が挙げられた。1つ目に，年度内の直
接の観察を加えることである。メールのやり取りで助言
を得ることができるが，対象者からの記録に基づく
フィードバックである。実際に直接の観察を加えること
で，対象者が気づかなかった点や新たな支援方法，目標
について発見できる可能性があるということであった。
2点目に，他の専門職との支援会議の開催であった。対
象者が指導する生徒も，様々な福祉施設を利用してお
り，複数の専門家が関わっていた。学校での様子，目標，
望ましい変化を促す環境設定，不適切な行動や望ましい
行動に対する結果事象について共有することで，他の施
設での一貫した支援につながり，学校では見られなかっ
た新たな一面にも気づくこと，さらに，他の専門性の向
上にもつながる可能性が挙げられた。

4.　考察
本研究は，著者が行った学校コンサルテーションにお
ける学校教員である対象者の変化に焦点を当てた非構造
化面接により，学校コンサルテーションの効果や課題を
明らかにした。
対象者は学校コンサルテーションを受け，先行事象，
行動，結果事象という行動の前後に関する環境の変化や
関わりについて記述することで，普段からの指導する生
徒の行動の前後に注意を向けるようになったことを報告
した。このような分析方法は応用行動分析学では ABC

分析といわれ，行動が生起する原因を分析するツールと
して臨床やコンサルテーションの場面で用いられている
（e.g., Akers et. al., 2020; Lower et. al., 2016; Shabani et. al., 2001）。
学校コンサルテーションを通し，ABC分析に基づいた
記録を行うこと，そしてメールによるフィードバックと

いった遠隔地からの支援を受けることで，行動支援に関
する専門性が高まる可能性が示唆された。
また，学校コンサルテーションでは1回ずつの直接観
察と面談のみで，それ以外はメールといった遠隔地での
情報のやりとりであった。対象者はこれらの方法に負担
がなく，支援方法の確立や普段の関わりについて見直し
たり，精神面で支えられたりしたことを報告した一方，
年度内にもう1回でも直接観察の機会があれば新たな発
見が得られたのでは，という意見も得られた。直接観察
や遠隔地での支援といった複数の方法を用いることで，
それぞれの利点を活かしながら，教員，児童生徒への学
校コンサルテーションの目的が達成されるよう方法を組
み合わせることが求められる。
本研究では，学校コンサルテーションによる教員の変
化に焦点を当てた非構造化面接による報告をまとめた。
先行研究の多くが，学校コンサルテーションの成果とし
て，児童生徒の行動の変化を従属変数としている。しか
し，学校場面で実際に支援を遂行するのは教員であり，
教員の専門性が高まることでコンサルタントがいない場
面であっても効果的な支援が実施されるであろう。同時
に，教員が困っているときに，費用，時間といった制約
がなくても専門家からの助言が得られ，問題の解決が得
られることが望ましい。その点においても，様々な方法
を活用しながら，それらの方法の利点を活かした学校コ
ンサルテーションの分野での今後の研究が求められる。
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